守口市通所型活動Ｂ（支援型）補助金について

守口市通所型活動Ｂ（支援型）（以下「通所Ｂ」といいます。）補助金は、高齢者の社会参加の促進及び銭湯等の減少に伴う入浴機会の確保を主な目的とし、自助、互助による住民が主体となって行う活動（通所Ｂにおいて実施する活動。以下「活動」といいます。）の場所の確保及び活動の支援を行う施設等に対して補助を行うものです。

１　補助対象者
守口市内に所在し、活動の支援を行う施設等を有する者（設備等の要件を満たせば介護保険法にいう施設に限りません。以下「補助対象者」といいます。）とします。

２　補助金額
活動開催１回（参加者１人以上）につき５千円とし、月に５万円を上限とします。

３　補助方法
補助金の交付を受けようとする補助対象者は、本市が指定する期日までに実施計画書を提出し、審査を受ける必要があります。審査は近隣の通所Ｂ及び公衆浴場等の数、人員・設備等の実施体制、これまでの活動実績並びに予算の残額等を考慮し、申請の適否を審査します。申請が適当と認められたときは、交付申請書を提出いただきます。

４　実施する活動の内容
本事業で実施する活動の内容は継続的に活動できるもので、参加者を広く受入可能な内容としてください。

５　活動の頻度、時間、定員
活動頻度は週１回以上とします。補助金交付は歴月につき10回を上限としますが、11回以上の開催を妨げるものではありません。
開催時間は概ね90分から120分程度を想定しています。
１回あたりの参加定員は５人以上としてください。

６　参加者の要件と状態像
活動に参加できるのは守口市内に住所を有する65歳以上の高齢者で、活動及び入浴にあたって他者によるリスク管理を要さず、支援を必要とせずに自分で活動できる人となります。
参加者の資格確認は原則、介護保険証により行ってください。
また、以下に該当する場合を除き、参加希望者が原則活動に参加できるようにしてください。
①活動定員を上回る参加希望者がいるとき
②参加希望者の身体状況等が、活動に参加することが難しいと認められるとき
③参加希望者が参加することで、その他参加者の活動の妨げになると認められるとき
④その他参加希望者の参加を認めることで活動の実施に支障があると認められるとき
７　利用者から徴収する費用
基本の活動の参加費は無料とします。
入浴を希望する場合は入浴加算金として500円、送迎を必要とする場合は送迎加算として片道につき250円を加算した通所Ｂ参加費を徴収してください。
活動に使用する道具や入浴に係る消耗品等が必要である場合、通所型活動Ｂ（支援型）を実施する者（以下「補助事業者」という。）において販売、貸与を行っても差し支えありません。ただし購入等は利用者の任意とし、すべての参加者に一律購入等させる運用は認められません。

８　送迎の実施
送迎の実施は必須要件ではありません。送迎を実施するときは、送迎可能地域を設定してください。なお、送迎は指定介護サービス等に支障がなければ、介護サービス利用者との相乗り等での実施も差し支えありません。
また個別送迎に限らず、ルート送迎（バスストップ方式）等としても差し支えありません。
活動の定員と別に送迎の定員を設定することも可能です。

９　施設の基準
参加者が活動するために必要な場所と入浴設備（個浴の場合２室以上）を有すること。
指定介護サービスを実施する施設等で、同サービス実施時間帯に活動を実施する場合は、活動の参加者を含めて指定介護サービスの基準を満たす必要があります。
なお、活動の指定介護サービスとの一体的実施は認められません。

10　人員の基準
活動時間中は１人以上の人員を配置する必要があります。ただし、必要時に対応できれば兼務であっても差し支えありません。なお、指定介護サービスと兼務するときは当該人員が兼務可能であるか、人員基準を含め確認してください。

11　その他留意事項
（１）本事業は、住民が主体的に活動する場の提供とその活動を支援することが目的である事業であることを理解し、活動時の過剰な支援、活動中の飲食物の提供、介護サービスに類する内容の提供、不要な介護サービスへの誘導を行わないでください。
ただし、活動が円滑に実施できるよう必要な支援は実施してください。
（２）本事業の活動について、補助事業者は自ら広報周知（チラシの作成、ホームページでの案内等）する必要があります。
（３）活動実施時（送迎を含む）に事故等が発生した際に対応できる賠償責任保険等（指定介護サービス用の保険では対象とならない可能性があります）への加入または賠償対応できる体制を整備してください。
（４）本市は事業の実施による効果の調査、検証等を行います。補助事業者は当該調査に協力し、参加者の利用実績や活動による効果の測定などをしていただく必要があります。
（５）本事業は試行的実施であるため、今後流動的に変更する可能性があります。
